
令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 建築基準法施行費 被災建築物震後対策事業費 955 955

地震後の余震等による二次災害を防止するために、被災建築物を対象に
応急的に危険度の判定を実施する必要があるが、そのために一定数の判
定士を確保する必要があり、建築士等の資格保持者を対象に養成講習等
を行い、判定士の認定及び登録を行う。
また、応急危険度判定制度について、広く県民の理解を得るため、普及啓
発を実施する。

災害から地域を守る自助・共助の推
進

県土整備部 建築基準法施行費 建築物耐震対策促進事業費 67,928 67,928

地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、耐震診断が義務付
けられた建築物に対する耐震診断費及び耐震改修費の補助を市町ととも
に行う。

災害から地域を守る自助・共助の推
進

県土整備部 開発管理費 宅地耐震化推進事業費 6,000 3,000

大地震時の被害が大きい大規模盛土造成地の滑動による住宅被害を軽
減するため、県内の大規模盛土造成地の変動予測調査を実施し、その結
果を公表することで、県民の崩落被害に関する理解を深め危険箇所の対
策工事につなげることにより、安全なまちづくりを推進する。

災害から地域を守る自助・共助の推
進

県土整備部 住まい安心支援事業費 待ったなし！耐震化プロジェクト 92,129 81,129

安全で安心な住まいやまちにするため、倒壊の可能性が高い昭和56年以
前に着工された木造住宅等の所有者に対して、耐震化に関する必要な情
報の提供と、無料耐震診断や補強工事補助等を行う。

災害から地域を守る自助・共助の推
進

県土整備部 県単水防事業費 県単水防事業費 19,907 19,907
適切な水防活動を実施するため、水防計画の作成や水防資材の補給等
を行う。

防災・減災対策を進める体制づくり

県土整備部 河川海岸管理事業費 河川海岸管理事業費 2,682 -422,300

河川機能の支障発生を防止し、適正な利用がなされるように、水質事故対
策、家電製品の不法投棄対策、未登記土地の登記整理及び水害統計調
査を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 河川調査費 県単公共事業 33,000 33,000
河川事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 河川台帳整備事業費 河川台帳整備事業費 5,047 -5,953

二級河川の現況を明らかにし、河川の維持管理を適切に行うため、河川
現況台帳の整備を順次実施する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 市町村河川事業指導監督費 市町村河川事業指導監督費 211 0 市町が実施する河川事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。 災害に強い県土づくり

県土整備部 県単河川局部改良費 県単公共事業 1,825,185 43,223
一級河川の指定区間及び二級河川において、事業規模の小さい工事箇
所や防災上緊急を要する箇所の改良工事等を実施する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 直轄河川事業負担金 直轄事業負担金 4,514,584 3,584
国が施工する河川・ダム事業について、河川法等の規定に従い、費用の
一部を負担する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 河川整備交付金事業費 国補公共事業 2,929,313 78,250

一級河川の指定区間及び二級河川において、浸水被害を軽減するための
河道拡幅や横断構造物の改築等の洪水防止対策の実施、南海トラフ地震
による被害を軽減するための耐震性能を備えた堤防の整備や河口部の水
門・樋門の耐震対策の実施及び円滑で効率的な運用を行うための排水機
場や水門・樋門の各施設の延命化措置等の対策を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 河川整備交付金事業費 受託事業 219,330 0 市町・他団体等からの依頼により、受託事業として河川事業を実施する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 事業間連携河川事業費 国補公共事業 73,000 0

一級河川の指定区間及び二級河川において、整備効果を発揮するために
異なる事業の連携が必要となる区間において、相互の事業連携により、効
果の早期発現や最大化を図ることを目的とする。 災害に強い県土づくり
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県土整備部 大規模特定河川事業費 国補公共事業 168,000 9,000

一級河川の指定区間及び二級河川において、事前防災対策が十分に行
えておらず、計画規模の洪水が生じた場合に氾濫する危険性が著しく高い
区間について、計画的・集中的な対策を実施することにより、早期に治水
安全度を向上させることを目的とする。

災害に強い県土づくり

県土整備部 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 34,334 -7,305

宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の
浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電等への利用や河川環境
保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できるよう
に管理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 宮川堰堤維持費 県単公共事業 450,010 21,958

宮川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の
浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を発電等への利用や河川環境
保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できるよう
に各種設備の点検・修理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 君ヶ野堰堤管理費 君ヶ野堰堤管理費 14,809 11,491

君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産
の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環
境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できる
ように管理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 君ヶ野堰堤維持費 県単公共事業 296,495 41,081

君ヶ野ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産
の浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環
境保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できる
ように各種設備の点検・修理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,210 4,160

滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の
浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境
保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できるよう
に管理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 滝川ダム維持費 県単公共事業 172,397 11,330

滝川ダムについて、ダムの洪水調節により下流域の県民の生命・財産の
浸水被害を軽減するとともに、ダム貯留水を水道等への利用や河川環境
保全のために河川維持放流を行うなど、ダム機能が確実に発揮できるよう
に各種設備の点検・修理を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 ダム対策費 県単公共事業 9,177 3,177

水源地域対策特別措置法に基づき策定された「新丸山ダムに係る水源地
域整備計画」の実施に必要となる経費について、同法第12条の規定に従
い、費用の一部を負担する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 治水ダム建設事業費 国補公共事業 607,800 31,978
二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止を目的として、鳥羽河内ダム
を建設する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 治水ダム建設事業費 受託事業 31,000 0

鳥羽市からの依頼により、受託事業として鳥羽河内ダムを建設するための
工事用道路建設に合わせた鳥羽市道建設事業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 鳥羽河内ダム関連事業費 県単公共事業 50,000 0

鳥羽河内ダム建設のため、国補事業に付随する国補対象外の事業及び
補助事業の円滑化を図るために必要な事業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 砂防調査費 県単公共事業 8,000 8,000 流域一環の砂防計画作成のため、調査・測量等を実施する。 災害に強い県土づくり
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県土整備部 砂利等採取関係取締費 砂利等採取関係取締事務費 1,371 -1,156

砂利等の採取に伴う土砂の崩壊、流出等による災害防止と採取跡地の整
備を図り、関係住民の安全の保持と環境保全に資するため、砂利採取
法、採石法に基づく業者登録、採取計画認可、資格取得試験の実施、採
取場指導監督、土砂災害特別警戒区域内の特定開発行為許可を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 県単通常砂防費 県単公共事業 96,000 0

下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、砂防えん堤や渓
流保全工の整備等を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 県単急傾斜地崩壊対策費 県単公共事業 300,000 0

小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工及び
法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備その他急傾斜地の崩壊を防止す
る工事を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 直轄砂防事業負担金 直轄事業負担金 122,073 11,073

国が施工する砂防事業について、砂防法等の規定に従い、費用の一部を
負担する。

災害に強い県土づくり

県土整備部
県単急傾斜地災害緊急対策事
業費

県単公共事業 60,000 0

地域住民の安全を確保するため、住民や建物等に被害が発生した小規模
ながけ崩れ箇所の緊急的な対策工事を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 砂防整備交付金事業費 国補公共事業 3,307,960 165,960

下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、土石流対策のた
めの砂防えん堤や渓流保全工等の整備を実施する。 また、急傾斜地崩
壊危険区域内の自然がけに対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地
崩壊防止施設の整備、その他急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施する
とともに、土砂災害警戒区域等の指定にむけた基礎調査を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 国補通常砂防事業費 国補公共事業 441,000 13,000

下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守るため、土石流対策のた
めの砂防えん堤や渓流保全工等の整備を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 1,200 -45,784

海岸管理業務を適切に遂行するため、海岸法の規定による海岸保全区域
台帳の整備を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 海岸調査費 県単公共事業 5,000 5,000

海岸事業実施のため、調査・測量等を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 県単海岸局部改良費 県単公共事業 164,000 0

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護
し、国土の保全を図るため、海岸保全施設の改良及び補強工事を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 井田海岸緊急保全事業費 県単公共事業 150,000 0

侵食が激しい井田地区海岸の安全性の確保を図るため、緊急に整備を行
う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 海岸高潮対策（海岸）費 国補公共事業 1,840,700 59,000

水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤
の変動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図るため、海
岸保全施設の改良及び耐震補強、人工リーフ等の整備を行う。

災害に強い県土づくり
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県土整備部 海岸漂着物等処理推進事業費 国補公共事業 20,000 4,500

海岸の良好な景観及び環境の保全や利用者の安全性・満足度の向上を
図るとともに、適切に施設を保全するため、県管理の海岸施設に漂着した
海洋ごみ等の回収・処理を行い、施設の適切な保全を行う。 災害に強い県土づくり

県土整備部
海岸保全施設整備連携事業
（海岸）費

国補公共事業 210,000 11,000

水管理・国土保全局所管の上野・白塚地区海岸において、高潮・高波等の
浸水被害を防ぐため、伊勢湾に面した津松阪港海岸、白塚・河芸漁港海
岸及び志登茂川と連携して堤防嵩上げを実施し、必要な堤防高等を確保
することで、一体的に背後地の防護を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部
海岸保全施設整備連携事業
（海岸）費

受託事業 20,000 0
市町・他団体からの依頼により、受託事業として海岸事業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 直轄港湾事業負担金 直轄事業負担金 532,514 45,514
国が施工する海岸事業について、海岸法等の規定に従い、費用の一部を
負担する。 災害に強い県土づくり

県土整備部 海岸侵食対策（港湾）費 国補公共事業 188,700 10,800

港湾局所管の海岸において、侵食による被害から海岸を防護するため、
堤防工、養浜工等を行う。 災害に強い県土づくり

県土整備部 海岸高潮対策（港湾）費 国補公共事業 393,338 19,720

港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等によ
る被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図るため、海岸保全施設
の改良及び耐震補強等の整備を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部 県単災害関連推進事業費 県単公共事業 30,000 3,000

公共土木施設の災害復旧及び改良復旧事業を行った箇所と一連の箇所
について、再度災害防止のための改良事業及び災害箇所に隣接する脆
弱箇所の解消を図る災害

災害に強い県土づくり

県土整備部
市町村災害土木復旧指導監督
費

市町村災害土木復旧指導監督事務費 36,279 0

市町が実施する公共土木施設災害復旧事業が適正に執行されるよう指導
監督を行う。

災害に強い県土づくり

県土整備部
平成３０年災害土木（建設）復
旧費

災害復旧事業費 42,000 3,320

平成30年に被災した公共土木施設を速やかに復旧するため、災害復旧事
業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部
平成３１年災害土木（建設）復
旧費

災害復旧事業費 1,124,231 42,077

平成31年に被災した公共土木施設を速やかに復旧するため、災害復旧事
業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部
平成３１年県単災害土木復旧
費

県単建設災害復旧費 2,354,300 2,300

平成31年に被災した公共土木施設について、国庫負担の対象外となる箇
所を速やかに復旧するため、県単災害復旧事業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部
令和２年災害土木（建設）復旧
費

災害復旧事業費 3,000,000 26,424

令和２年に被災した公共土木施設を速やかに復旧するため、災害復旧事
業を実施する。

災害に強い県土づくり

県土整備部 令和２年県単災害土木復旧費 県単建設災害復旧費 540,000 2,000

令和２年に被災した公共土木施設について、国庫負担の対象外となる箇
所を速やかに復旧するため、県単災害復旧事業を実施する。

災害に強い県土づくり



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 管理費 建設副産物情報管理費 766 605

公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）の再利用
を図るため、建設副産物の情報を一元的に管理するシステムを利用し、建
設副産物のリサイクルを推進する。なお、建設副産物のリサイクルを推進
するにあたっては環境生活部とも連携しながら、各種取組を進める。 廃棄物総合対策の推進

県土整備部 市町村下水道事業指導監督費 市町村下水道事業指導監督事務費 11,200 0

市町が実施する公共下水道、都市下水路事業が適正に執行されるよう指
導監督を行う。

生活環境保全の確保

県土整備部 流域下水道事業費 流域下水道事業会計支出金 4,758,946 2,758,818
流域下水道事業会計への維持管理費用、建設費用、公債費用への支出
金。 生活環境保全の確保

県土整備部 下水道広域化推進総合事業費 国補公共事業 20,000 10,000

下水道を含む汚水処理の広域化・共同化に係る計画策定から施設整備ま
で総合的に支援し、下水道事業の一層の効率化を推進することを目的と
し、下水道を含む汚水処理の広域化・共同化に係る計画策定を行う。 生活環境保全の確保

県土整備部 下水道事業諸費 同和地区公共下水道事業助成金 30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財政上の特
別措置が講じられない事業に対して助成を行う必要があり、平成9年度か
ら平成13年度内の実施事業 に係る地方債の元利償還額に対し、市町村
の負担額が国の特別措置と同等になるように助成する。

人権が尊重される社会づくり

県土整備部 住環境整備事業費 住環境整備事業費補助金 9,216 3,072
市町が実施する住環境整備事業について、償還事務の適正化を図るた
め、市町の償還事務費等の一部を負担する。 人権が尊重される社会づくり

県土整備部 道路調査費 県単公共事業 20,550 20,550

道路事業の整備計画策定のため、測量・設計等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 国補道路交通調査費 国補公共事業 11,700 7,800

幹線道路網の整備計画策定等のため、調査・設計等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 高規格幹線道路建設促進費 県単公共事業 8,000 0

高規格幹線道路事業の整備促進を図るため、高規格幹線道路整備に必
要な用地交渉等の業務を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部
高速道路関連施設整備対策事
業費

県単公共事業 150,000 15,000

高速道路事業の整備促進を図るため、高速道路事業と関連する河川等の
施設整備を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路交通センサス事業費 道路交通センサス事業費 159,592 157,742

令和２年度に全国規模で行われる道路交通情勢調査（概ね５年ごとに実
施）に対応し、県管理道路において調査を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 直轄道路事業負担金 直轄事業負担金 9,097,666 13,666

国が施工する道路事業について、道路法等の規定に従い、費用の一部を
負担する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 市町村道路事業指導監督費 市町村道路事業指導監督事務費 5,820 0

市町が実施する道路事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

道路網・港湾整備の推進



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 国補道路改築費 国補公共事業 1,942,500 9,000

高規格幹線道路や港湾などの広域交通拠点等と連結し、経済活動や地域
間の連携交流を支える規格の高い幹線道路として、地域高規格道路の整
備を行う。
また、完成年度が公表されている高規格幹線道路ＩＣへの一次アクセス道
路について整備を進める。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 県単道路改築費 県単公共事業 407,123 81,901

道路に対する様々な地域課題に対応するため、順次未改良区間の改良、
混雑区間の解消を行うことにより、効率的な道路のネットワークを形成し、
県民生活の利便性・安全性を向上させる。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 県単道路改築費 受託事業 247,400 0

他県・市町・他団体等からの依頼により、受託事業として道路整備事業を
実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路整備交付金事業費
国補公共事業（社会資本整備総合交付
金事業）

5,314,859 228,855

道路に対する様々な地域課題に対応するため、計画的に未改良区間の改
良や混雑区間の解消を行うなど、効率的な道路ネットワークを形成し、県
民生活の利便性の向上を図る。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路整備交付金事業費
国補公共事業（社会資本整備総合交付
金（広域連携）事業）

362,171 20,955

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を核とした広域的な交流の促進と地
域の活性化を図るため、広域的な道路ネットワークを整備する。
また、三重・滋賀交流圏域における観光入込客数を増加させ、広域的な観
光活性化を図るため、広域的な道路ネットワークを整備する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路整備交付金事業費 国補公共事業（防災・安全交付金事業） 7,816,168 -248,165

地域住民の命と暮らしを守るため、計画的に未改良区間の改良、通学路
の交通安全対策、橋梁の耐震化を行い、地域の防災機能や安全性の向
上を図る。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 地方道路整備（改築）事業費 県単公共事業 1,359,637 79,637

道路幅員狭小、線形不良など緊急に対応が必要な県管理道路の整備や
橋梁の耐震化を行うことにより、県民生活の利便性の向上や防災機能の
向上を図る。
また、地域の実情に即した道路整備を実施するため、早期に事業効果が
発現できる部分的な改良など柔軟な手法を取り入れた整備にも取り組む。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 港湾管理費 港湾管理費 23,479 -42,028

県管理港湾施設の維持管理に係る経費及びＳＯＬＡＳ条約の対象となって
いる制限区域内の不法行為を防止するために必要な経費。
また、県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、港湾
審議会を開催し審議を行う。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 港湾調査費 県単公共事業 12,000 12,000

港湾事業実施のため、調査・測量等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 1,927 32

適切な港湾の開発利用及び管理を行うため、港湾の利用状況を明らかに
する統計調査を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 国補港湾改修費 国補公共事業 425,250 19,750

県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水域施
設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設の建設改良、施設の長寿命
化対策を行う。

道路網・港湾整備の推進



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 県単港湾改修費 県単公共事業 258,000 63,000

県管理港湾の適正かつ円滑な開発、利用、管理等を図るため、水域施
設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設の建設改良、施設の長寿命
化対策を行う。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 港湾整備事業費 港湾整備事業特別会計繰出金 96,108 96,108

港湾整備事業特別会計にかかる公債費用への繰出金

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 管理費 管理費 15,274 0

港湾埋め立て事業により取得した港湾施設及び施設用地の管理に要する
経費

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 公共土木施設維持管理費 県単公共事業 10,784,228 1,453,049

県が管理している供用中の各種公共土木施設について、良好な状態を保
ち県民の日常生活の安定に寄与するため、公共土木施設のパトロールや
老朽化に伴う修繕等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 公共土木施設維持管理費 受託事業 30,322 0

市町・他団体等からの依頼により、受託事業として県管理の河川堤防と兼
用している市町道の除草業務等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路台帳整備費 道路台帳整備費 5,623 0

道路管理事務等の円滑な遂行及び地方交付税の基礎資料とするため、
道路台帳を整備する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路施設管理費 道路施設管理費 94,551 62,370

県が管理している供用中の道路施設について、良好な状態を保ち県民の
日常生活の安定に寄与するため、道路照明灯等の維持管理、道路モニ
ターによる情報収集、道路賠償責任保険への加入及びポリ塩化ビフェニ
ル廃棄物の処理等の道路施設管理を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 県単道路交通安全対策費 県単公共事業 71,924 12,924

交通事故の防止と交通の円滑化を図るため、歩道設置や交差点改良等
の交通安全施設の整備を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 土木施設パトロール費 土木施設パトロール事務費 39,862 39,681

道路等の公共土木施設パトロールにおいて、人員が不足する事務所に嘱
託員を配置し、適切なパトロールを実施する。また、パトロール員が道路等
公共土木施設のパトロールを行うために必要となる貸与被服等を購入す
る。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部
石油貯蔵施設立地対策等交付
金事業費

国補公共事業 14,990 0

石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）において、被災時の円滑な消防
活動を行うため、舗装の修繕を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 道路維持交付金事業費 国補公共事業（防災・安全交付金事業） 4,652,799 7,191

道路施設の適切な維持管理による県民の日常生活の安定に寄与するた
め、道路法に基づく老朽化対策、通学路等の交通安全対策、道路法面（切
土面、盛土面）の危険箇所の対策及び傷んだ舗装の修繕等を実施する。

道路網・港湾整備の推進

県土整備部 都市計画審議会費 都市計画審議会費 1,439 1,439

都市計画に関する事項を十分に調査審議のうえ、都市計画が決定（変更）
されることを目的に、学識経験者、県議会議員、市町長の代表、市町議会
議長の代表、関係行政機関の職員で構成する県都市計画審議会を開催
する。

安全で快適な住まいまちづくり



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部
市町村都市計画事業指導監督
費

市町村都市計画事業指導監督事務費 3,742 0

市町が実施する都市計画事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 基本都市計画策定事業費 総合都市交通体系調査費 9,838 6,688

総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第6条（ 都市計画に関す
る基礎調査）に基づき、総合都市交通体系調査を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 美しい景観づくり推進事業費 みえの景観づくり推進事業費 4,974 -31,993

県の良好な景観を形成するため、三重県景観計画等に基づく届出制度等
を円滑に運用するとともに、市町による主体的な景観づくりを促進するた
め、市町への派遣等の支援を行う。また、良好な景観の形成、風致の維
持、公衆に対する危害の防止のため、屋外広告物の設置について必要な
規制等を行う。さらに、協働による地域の個性豊かで魅力ある景観を生か
したまちづくりを進めるため、職員協働研修を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 都市計画策定事業費 都市計画策定事業費 5,658 5,658

健康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保するための土地
利用及び都市施設の整備を推進するとともに、人口減少・超高齢化社会
に対応した持続可能性の高い都市構造を実現するため、都市計画区域マ
スタープラン改定を実施する。 安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 復興都市計画清算事業費
都市計画土地区画整理事業清算基金積
立金

175 0

三重県都市計画区画整理事業清算基金を適切に管理するため、基金の
運用及び運用利子の積立を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 県単街路事業費 受託事業 150 0

市町・他団体等からの依頼により、受託事業として街路事業を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 県単街路事業費 県単公共事業 3,000 500

補助事業箇所の支援のため、補助対象とならない取り付け道路など本線
に関連する施設の整備を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 街路整備交付金事業費 国補公共事業 1,501,883 40,335

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に即し
て、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又は快適な生活
環境の確保を図るため、一定の地域において一体的に街路整備を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 街路整備交付金事業費 受託事業 9,000 0

市町・他団体等からの依頼により、受託事業として街路事業を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 街路調査費 県単公共事業 3,000 3,000

街路事業の整備計画策定等のため、調査・測量等を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 ウォークギャラリー整備事業費 県単公共事業 12,000 2,001

電線類の地中化に伴い、補助事業対象とならない道路区域外の民地等に
電線を引き込むため、管路設備工事を行う。

安全で快適な住まいまちづくり



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 ウォークギャラリー整備事業費 受託事業 1,000 0

市町・他団体等からの依頼により、受託事業として街路事業を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 国補公園事業費 国補公共事業 91,350 5,650

県民にスポーツと憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 県単公園維持管理費 県単公共事業 251,960 245,684

県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営公園の維
持管理を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部
都市公園等一体整備促進事業
費

県単公共事業 104,900 26,900

県民にスポーツや憩いの場を提供するため、県営公園の整備を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 直轄公園事業負担金 直轄事業負担金 72,640 7,640

国が施工する国営公園木曽三川公園事業について、都市公園法等の規
定に従い、費用の一部を負担する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 都市公園安全対策事業費 国補公共事業 245,700 16,700

県民が安全で安心して利用できる公園とすることを目的に、県営都市公園
施設の長寿命化計画をもとに計画的な施設の修繕・更新を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 建築基準法施行費 建築基準法施行事務費 11,160 -3,229

新築等建築物が、建築基準法及び関係法令に適合するよう、審査・検査
等を厳格かつ円滑に実施すること、及び既存建築物が良好に維持保全さ
れるよう指導助言することを目的に、専門的知識を持つ職員の育成や会
議による情報共有、建築審査会の開催、建築行政共用データベースシス
テムの利用契約等を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 建築基準法施行費 指定道路図等保守管理事業費 4,998 0

建築基準法施行規則等の一部を改正する省令に基づき作成した指定道
路図等の保守管理のため、業務委託を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 宅地建物取引業法施行費 宅地建物取引業法等施行事務費 4,518 -11,977

県内の消費者と宅地建物取引業者の対等で適正な取引を確保し、良質な
宅地や建物の流通に資するため、宅地建物取引業免許事務等処理シス
テムを活用して適切な事務処理等を実施する。
また、建築士法の適正な施行のため、関係団体と連携し建築士・建築士事
務所の指導監督を行うとともに、建築士審査会の開催・運営を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 開発管理費 開発管理事務費 1,130 -15,843

都市の計画的市街地化を図り、安全な宅地造成を求めることにより、まち
づくりに寄与するため、都市計画法等の法令に基づく規制を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 開発管理費 開発許可システム電算関係経費 1,295 0

開発許認可事務の効率化・省力化を進め、県民サービスの向上を図るた
め、都市計画法等の法令に基づく開発許認可の情報を一括管理し、許認
可等の事務をサポートする電算システムを構築し、適正に維持管理を行
う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 市町建築指導監督費 市町建築指導監督事務費 536 0

市町が実施する狭あい道路整備等促進事業が適正に執行されるよう指導
監督を行う。

安全で快適な住まいまちづくり



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 建物統計調査費 建物統計調査事務費 568 0

建築物の動態を明らかにするため、建築物及び住宅に関する基礎資料を
まとめ、国土交通省へ報告する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 645,982 -42,835

住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で県営住宅を提供するとともに、
県営住宅の点検および修繕を行うなど適切な維持管理を実施する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 市町住宅事業指導監督費 市町住宅事業指導監督事務費 2,500 0

市町が実施する住宅事業が適正に執行されるよう指導監督を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 住まい安心支援事業費 安心住まい支援事業費 2,221 -4,894

耐久性に優れた長寿命住宅の普及に取り組むため、長期優良住宅の普
及の促進に関する法律に基づく計画認定事務等を適切に実施する。
また、高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯等、住宅の確保に特別の配
慮を要する者が民間賃貸住宅に円滑に入居できるようにするため、居住
支援活動を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 住まい安心支援事業費 空き家対策支援事業 4,000 4,000

地域の住環境に深刻な影響を及ぼしている危険な空家（特定空家）で所有
者が不明なものを市町が行政代執行（略式）により除却する際の支援を行
う。また、利活用が可能な空家については、移住や定住のための住宅とし
て再利用することにより、既存住宅ストックの活用を促進する。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 公営住宅建設費 国補公共事業 255,084 56,500

既存県営住宅の施設の長寿命化のため、外壁改修および屋上防水工事
等を行うとともに、安全、安心および快適な住環境整備のため、住戸内の
改修工事を行う。
また、老朽化した県営住宅の解体工事を行う。

安全で快適な住まいまちづくり

県土整備部 管理費 公共事業電子調達システム事業費 16,928 12,847

公共事業の調達手続きにおける受発注者の入札事務の効率化や、調達
事務の透明性・公平性の向上を図るため、公共事業電子調達システムの
運用管理を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 公共工事進行管理システム事業費 8,737 0

公共事業実施にあたり、予算執行の状況把握、適切な予算管理、事務プ
ロセスの統一による効率化・コスト縮減を図るため、公共工事進行管理シ
ステムの運用管理を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 公共事業支援統合情報システム事業費 2,405 0

公共事業における適切で迅速な意思決定や事業実施におけるマネジメン
ト、施設供用後の適切な維持管理など、事務処理の効率化・高度化を図る
ため、公共事業の成果品の公共事業情報への電子化取組（ＣＡＬＳ／ＥＣ）
と、公共事業情報を利活用するための情報共有基盤（公共事業情報統合
データベース）の運用管理を行う。

公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 公共工事設計積算システム事業費 135,881 23,056
公共事業の積算業務の省力化・迅速化を図るため、公共工事設計積算シ
ステムの運用管理を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 設計単価等調査費 22,751 0
公共事業の積算業務の効率化や客観性・透明性の向上を図るため、予定
価格算出に用いる労務単価、資材単価の実勢価格調査を実施する。 公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 管理事務費 818,517 806,751
県土整備部の円滑かつ適切な管理運営を行うための経費

公共事業推進の支援



令和２年度当初予算の各事業概要
単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 管理費 公共工事総合評価落札方式運用費 351 8

三重県及び県内の市町等が発注する工事及び調査・設計等業務を総合
評価方式で実施するにあたり、地方自治法施行令第167条の10の2第4項
及び第5項に基づく学識経験者から意見聴取を円滑かつ効果的に実施す
るため、三重県公共工事等総合評価意見聴取会の運営等を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 公共用地取得対策費 県単公共事業 283,571 283,571

県土整備部が施行する公共事業用地の取得及びこれに伴う損失の補償
に関する業務を実施する。 公共事業推進の支援

県土整備部 登記対策費 登記対策事務費 31,516 31,441

県が公共事業用地として取得した土地の所有権移転登記手続きを速やか
に行うための登記専門員の人件費。また、過去に公共事業用地として取
得したものの、所有権移転登記がなされていない未登記土地の解消を図
るため関係者の協力を得ながら、調査、測量登記事務等を行う。

公共事業推進の支援

県土整備部 公有財産管理費 公有財産管理事務費 302 -33,206

道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生した廃道・
廃川・廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び国土交通省所管法定外財産
の適正な管理を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 87,318 87,096
目的財産の管理等を行うための管理事務専門員の人件費

公共事業推進の支援

県土整備部 土地収用法事業認定費 土地収用法事業認定事務費 532 58

公共の利益の実現のため、市町等が必要な土地を土地収用法に基づい
て取得するために行う事業認定申請（知事認定）に対して、同法第２０条に
基づく事業認定に関する処分を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部
公共事業用地先行取得資金貸
付金

公共事業用地先行取得資金貸付金 3,000,000 0

公共事業用地を円滑に取得するため、公有地拡大の推進に関する法律に
基づいて土地開発公社が先行取得を実施する際に必要となる用地補償費
を、先行取得資金として貸し付ける。 公共事業推進の支援

県土整備部 公共事業評価制度事業費 公共事業評価制度事業費 743 743

公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業の適正な実施
を図るため、公共事業評価制度に基づき、外部委員である三重県公共事
業評価審査委員会で再評価・事後評価の審査を実施する。 公共事業推進の支援

県土整備部 建設統計調査費 建設統計調査事務費 979 0

建設工事及び建設業の実態を明らかにすることで、国の財政、経済政策、
建設行政等における基礎資料とし、各種施策に反映する。 公共事業推進の支援

県土整備部 建設業指導監督費 建設業指導監督事務費 64,481 -98,269

建設業を営む者の資質向上、建設工事の請負契約の適正化等を図るた
め、許可制度や経営事項審査制度の適正な運用など、指導監督を行う。
また、公共工事の品質と適正な施工を確保するため、入札契約制度の改
善に取り組むとともに、建設業の活性化を図るため、新三重県建設産業活
性化プランを推進する。

公共事業推進の支援

県土整備部 営繕費 営繕事務費 1,681 812

県有建築物の適正な整備を目的に、適正な工事予定価格を積算するた
め、営繕工事の設計単価等を維持・更新する。また、工事目的物の品質を
確保するため、技術・知識の向上研修に参加する。

公共事業推進の支援
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部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備部 検査管理事務費 検査及び検査員研修事務費 111,141 111,141

適正な工事検査により契約の履行を確保するため、研修会の受講等によ
る検査員の資質向上を図るとともに、職員の技術向上に向けて、検査員と
工事担当職員を対象に意見交換会等を実施する。
また、工事検査の中立性・公平性を確保するため、実地検査業務を外部
に委託する。

公共事業推進の支援

県土整備部 未登記処理対策事業費 未登記処理対策事業費 1,353 1,353 県管理道路内の未登記を解消するため、所有権移転登記等を行う。 公共事業推進の支援

県土整備部 管理費 人件費 5,464,467 5,458,816 県土整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 宮川堰堤管理費 人件費 69,517 25,234 宮川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 君ヶ野堰堤管理費 人件費 73,560 57,083 君ヶ野ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 滝川ダム管理費 人件費 4,752 4,695 滝川ダムの維持管理に係る県土整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 土木施設パトロール費 人件費 890,235 340,235
県管理道路における土木施設のパトロール、軽微な維持補修に係る県土
整備部職員の人件費。 人件費

県土整備部 公債費 県債償還金 139,093 0 港湾整備事業に係る起債の元金償還金 公債費

県土整備部 公債費 県債償還金利子 15,449 0 港湾整備事業に係る起債の利子償還金 公債費

県土整備部 管理費 交際費 72 72
県土整備部長がその職務を遂行するうえで必要とする慶弔費及び催事参
加のための経費 その他


